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1。 事業の概要

前期に引き続き、コロナ感染症禍の影響は遷延し、訪問看護ステーションでは、利用者の検査陽
性、スタッフの検査陽性、療養期間の判定、一定の要件で活動の継続、予防対策など複雑な対処を

余儀なくされ、各スタッフヘの負担は大きく、業務に苦労した。スタッフ数の期末の人数は、看護

師 。理学療法士 。言語療法士は常勤 6名、非常勤 12名。事務スタッフ3名、利用者数は4月 に
101名ノ月であったが期末に 119名、通年平均 109名 /月 であった。年間の訪問件数は 11,697件、訪

問看護に関する収益合計は、9,610万 円、その事業費 9,800万 円、訪問看護事業は 190万円の経常

収支赤字であった。NPO全体では、収益合計 1億 130万円、経常費用 1億 320万 円、経常収支は
190万円の赤字となった。

1)セラピー活動はコミュニティ音楽療法は個人、小グループ、合同演奏会を行い、それ

ぞれ 9回 (延 54名 )、 17回 (延 251名 )、 1回 (10月 11日 、北沢タウンホール、68名 )であっ

た。

2)心理カウンセリングは21回 (対象者は 7名 )、 内フォローアップ3回、家族との相談 3回であ

った。

3)落語会、講演会はコロナ感染症のため高齢者が会場に集まることが不適切と考え開催を断念し

た。

4)医療・生活・法律相談を年間 7件受けた。

5)その他の事業は行わなかった。

W 資金的には、多くの支援の寄付金、各種の助成金、国や都からの融資に支えられた運営となった。

助成金はコミュニティ音楽療法 45万 円 (加藤基金)、 雇用調整助成金等 314万 円、助成金総額は、359

万円円、長期借入金残高は 2,909万 円であった。

当 NPOへの支援の寄付金は、延べ 105人、436万 円であった。



2.事 業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 100,904千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 0千円)

定款に記載
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事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

在宅等療養支
援事業

看護サービスの提供 (訪問
看護ステーションの運営)

年間の営

業日
利用者宅 22

近隣老齢
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109人 /
月 97,994円

在宅等療養支
援事業
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等
8
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20人余/
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定款に記載
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寄付または仕

入れ物品の販
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音楽コンサー

ト、演劇公演

等の開催に関

する事業

実施しなかった。



事 業 報 告 用
書式第 13号 (法第28条関係)

2022年度 活動計算書 (その他事業が上塾場合)
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書式第 15号 (法第 28条関係)

2022年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

―ムケアエクスパー

単 位 :円
____________至 L__________________            目 金  額 小 計 ・ 合 計

【A】 資 産 の 部

現金預金
未収金
前払費用
立替金

E勤資産合計  ・ ・・① 21.190.51

什器備品 7,788

120,000 120,

【A】 資 産 合 計 ①+② 21,318,357

29,089,000長期借入金

短期借入金
未払金
預り金
借受金

前期繰越正味財産額
当期T味財産増減箱

-10,571,

-1_972 912

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 211318i357
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2022年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ホームケアエクスパーッ協会

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正NPO法 人会計基準協議会)

によっている。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法       該当事項なし
(2)固定資産の減価償却の方法          定額法
(3)引 当金の計上基準              該当事項なし
(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理           該当事項なし
(5)消費税等の会計処理     消費税は税込み経理によつている。

訪問看護サービス (医療保険、介護保険による)収益は非課税である。保険外サービスの収益は、
基準期間及び特定期間の課税売上高がいずれも1,000万円以下であるので、免税となつている。

事業別損益の状況

ヽ″

1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

賞与
法定福利費
福利厚生費
人件費計

(2)その他経費
広告宣伝費
採用教育費

交際費

研修費
会議費

旅費交通費
通信運搬費

消耗品費

事務用品費
光熱水費
新聞図書費
諸会費

支払報酬
支払手数料
地代家賃
リース料
保険料
訪問看護材料費
ソフトウェ
訪問看護消耗器
具 。備品費

消耗器具備品費

雑費

減価償却費

租税公課

支払利息

雑損
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳 該当なし
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PO事業 事業部門計 管理部門 合計
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4,356,000

3,588,925

93,212,()99

661

5_058_220 101 157_635 146 000 101_303_685
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0

331,178

44, 110

904

124
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11,

193,
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2,051

63,263

0

285,491

0

1,()33,8190

4,798,61

295,

210,

-1 911フ  91′691.707 -1.202.401 -700.511

4.使 途等が制約された寄附金等の内訳 該当なし

(単位 :円 )



科 目 取 得 減 少 期末帳簿価寄

137,748

120,000

137,748

120,000

129,1)60 7788

120,000

512,244 512.244 1    257.743

有形固定資産

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合 計

７
‥

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

科 目

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法
総会開催、寄付金募集、会費回収、講演会開催等に関する事務職員の人件費、ならびにその総人件費に対する比率を

関連費用科目の金額に乗じて按分した経費、それに加えて、総会と理事会費用、及び社労士、税理士報酬を

管理費としている。
その他の事業に係る資産の状況

該当資産なし。

（Ｘ
）

科 目 期首残高 当期借入 当期板済 期末 :

短期借入金 1.000.000 0.1

長期借入金 31.605.000 2.516.000 29.0

31.605,000 1,000,00( 1    2.516.000 30.(合計

内、役員及び

近親者 との取
弓I

内、近親者及
び支配法人と

の酌弓|

計算書類に計
上された金額

4,356,000 2,418,000 19,000

4.356,000 2,418,000 19,000

1,000,0001,000,000

1.000.000 1.000,000

(活動計算書)

受取寄付金

活動計算書計

(貸借対照表)

短期借入金

貸借対照表計





書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2022年度年間役員名簿 J冦革麗!望

｀
ι下槻縫:騒ゴ1鶴認観亀鷲籠I器『

所並
2023年 3月 31日 現在 1/1  生菫差i豊:皿:型:塑:塁」整l■:型墜:菫:=::重:昼」:二2_協金

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)

役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏  名

(轟)監事
サカイタダアキ 2022年 4 月 1 日

2023年 3月 31 日

年  月  日

年  月  日酒井忠昭

⌒

建慶ゾ監事
ツチカワトシミ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31 日

年

年

月   日

月   日土川稔美

〇・監事 イズミシンヤ 2022年 4 月 1 日

2023年 3月  31 日

年  月  日

年  月  日泉信也

′
■ 〇。監事 イシイミチコ 2022年 4月 1 日

2023年 3月 31 日

年

年

月   日

月   日石井三智子

0監 事

ヤブモトヨシユキ 2022年 4 月 1 日

2023年 3 月 31日

年  月  日

年  月  日薮本義之

〇
監事

マツヌマルミコ 2022年 4月 1日

2023年 3月  31日

年

年

月   日

月   日松沼瑠美子

(轟券監事
アオヤマケイノスケ 2022年 4 月 1 日

2023年 6月  14 日

年 月

月

日

日年青山敬之助

〇・監事 ム トウキヨコ 2022年 4 月 1 日

2023年 3月  31 日

年

年

月   日

月   日無藤清子

理事
o

スズキフミオ 2022年 4 月 1 日

2023年 3月 31 日

年  月  日

年  月  日鈴木文雄

10
′中ヽ

理事燈ヲ
サワダマサヒロ 2022年 4 月 1 日

2023年 3月 31 日

年 月

月

日

日年澤田昌博



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社員名簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

2023年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人杢―ムケzエクスパーツ塑全

氏   名

酒井忠昭

つ
Ｌ

河正子

Ｑ
》

目□国固

４

．

土川稔美

ｒ
『
〉

泉信也

ハ
０

若松茂美

7 青山敬之助

8 鈴木文雄

9 武井孝達

10
石井三智子

し

V


